
居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）
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基準は、指定居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支援の事業がその
目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものである

指定居宅介護支援の事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を
満たさない場合には、指定居宅介護支援事業者の指定又は更新は受けられな
い

運営開始後、基準に違反することが明らかになった場合には、都道府県等は、
期間を定めての改善勧告、命令（事業所名の公表を伴う）を行うことができる

命令に従わない場合には、都道府県等は、当該指定を取り消すこと、又は取消
しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止するこ
とができる

特に、指定居宅介護支援の事業においては、基準に合致することを前提に自
由に事業への参入を認めていること等に鑑み、基準違反に対しては、厳正に対
応すべきである

【居宅介護支援】　運営基準等（2022年1月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（準用規定もあるため一部サービス名が異なっている場合があります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。本チェックリストをきっかけ
に、原典にもあたって頂き、必要に応じて指定権者や保険者等に確認をするようにして下さい。

【趣旨】　第1　基準の性格

ただし、次に掲げる場合には、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若し
くは一部の効力を停止することができる

①指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サービス計画の作成又
は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービス
を利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の
財産上の利益を収受したときその他の自己の利益を図るために基準に違反し
たとき
②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき
③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用
者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。

指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境
等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サー
ビスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行わ
れるものでなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者
の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される
指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に
不当に偏することのないよう、公正中立に行われなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、法第百十五
条の四十六第一項に規定する地域包括支援センター、老人介護支援セン
ター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施
設、指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。

（改）指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた
め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等
の措置を講じなければならない。（※虐待の防止に係る措置は、令和6年3月31
日まで努力義務）

（改）指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たって
は、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等関連情報その他必要な
情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。

（改）指定居宅介護支援を行うに当たっては、介護保険法第118条の２第１項に
規定する介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構
築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならな
いこととしたものである

介護保険制度においては、要介護者である利用者に対し、個々の解決すべき
課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉にわた
る指定居宅サービス等が、多様なサービス提供主体により総合的かつ効率的
に提供されるよう、居宅介護支援を保険給付の対象として位置づけたものであ
り、その重要性に鑑み、保険給付率についても特に10割としているところであ
る。

「在宅介護の重視」という介護保険制度の基本理念を実現するため、指定居宅
介護支援の事業を行うに当たってのもっとも重要な基本方針として、利用者か
らの相談、依頼があった場合には、利用者自身の立場に立ち、常にまず、その
居宅において日常生活を営むことができるように支援することができるかどうか
という視点から検討を行い支援を行うべき

指定居宅介護支援の事業の基本方針として、介護保険制度の基本理念であ
る、高齢者自身によるサービスの選択、保健・医療・福祉サービスの総合的、
効率的な提供、利用者本位、公正中立等を掲げている。介護保険の基本理念
を実現する上で、指定居宅介護支援事業者が極めて重要な役割を果たすこと
を求めたものであり、指定居宅介護支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえ
た事業運営を図らなければならない。

【基本方針】
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに一以上の員数
の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員であって常勤であるもの
を置かなければならない。

（改）人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が産前産後休
業、介護休業、育児休業等を取得中の期間において、当該人員基準において
求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換
算することにより、人員基準を満たすことが可能

「常勤」
当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護支援以外
の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間を含む。）が、当
該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（週32時
間を下回る場合は週32時間を基本とする。）に達していることをいう

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該
事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものに
ついては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時
間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。
例）一の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事
業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支
援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に
達していれば、常勤要件を満たす

（改）母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の
措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業
所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30
時間として取り扱うことを可能とする。

【人員に関する基準】　従業者の員数
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務を認められているところ
であるが、これは、居宅介護支援の事業が、指定居宅サービス等の実態を知
悉する者により併せて行われることが効果的であるとされる場合もあることに
配慮したものである。

員数の基準は、利用者の数が三十五又はその端数を増すごとに一とする。

当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数35人に対して１人を基準とす
るものであり、利用者の数が35人又はその端数を増すごとに増員することが望
ましい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員については非常勤とすること
を妨げるものではない。

当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務については、介護保
険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、差し支えない
ものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業の業務を指すも
のではない。

常勤の介護支援専門員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業所
の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応できる
体制を整えている必要があるという趣旨であり、介護支援専門員がその業務上
の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事業所に不在となる
場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に介護支援
専門員に連絡が取れる体制としておく必要がある。

（改）＜人員配置基準における両立支援＞
人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産
前産後休業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数
の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認めるとあ
るが、「同等の資質を有する」かについてどのように判断するのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について  ／1

＜常勤の計算＞
・育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法
による介護の短時間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理
措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合についても、30時間以上の勤
務で、常勤扱いとする。

＜常勤換算の計算＞
・職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置として
の勤務時間の短縮等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算上も
１と扱う。※ 平成27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27年４月１日）問２
は削除する。

＜同等の資質を有する者の特例＞
・「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児
休業に準ずる休業、母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等
の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満
たすことを認める。
・なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満
たしていた、勤続年数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件
として定められた資質を満たすことである。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者
を置かなければならない。

管理者は、主任介護支援専門員でなければならない。ただし、主任介護支援専
門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、
介護支援専門員を管理者とすることができる。

「専らその職務に従事する」
原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しな
いことをいうものである。

【人員に関する基準】　管理者

（改）なお、令和９年３月31日までの間は、令和３年３月31日時点で主任介護支
援専門員でない者が管理者である居宅介護支援事業所については、当該管理
者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を猶
予することとしているが、指定居宅介護支援事業所における業務管理や人材
育成の取組を促進する観点から、経過措置期間の終了を待たず、管理者とし
て主任介護支援専門員を配置することが望ましい。

管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲げ
る場合は、この限りでない。
一　管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職
務に従事する場合
二　管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理
する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）

＜常勤要件について＞
各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第23条第１項に規定する
所定労働時間の短縮措置の適用対象となるのか？
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／3

労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については、労働時間等に関す
る規定が適用除外されていることから、「管理者」が労働基準法第41条第2号に
定める管理監督者に該当する場合は、所定労働時間の短縮措置を講じなくて
もよい。
なお、労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については、同法の解釈
として、労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にあ
る者の意であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきであるとされてい
る。このため、職場で「管理職」として取り扱われている者であっても、同号の管
理監督者に当たらない場合には、所定労働時間の短縮措置を講じなければな
らない。
また、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第23条第1項の措置と
は別に、同項の所定労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能
であり、こうした者の仕事と子育ての両立を図る観点からは、むしろ望ましいも
のである。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

同一敷地内にある他の事業所とは、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事
業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業
務に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない限り
認められるものである。

指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護
支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係
る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならな
い。

指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護
支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命
令を行うものとする。

管理者は、主任介護支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事する常勤
の者でなければならないが、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門
員の職務に従事する場合及び管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務
に従事する場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない
場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなくても差
し支えないこととされている。

管理者は、指定居宅介護支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利
用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者が介護
支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に不在とな
る場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡
が取れる体制としておく必要がある。

例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのものに従事する
従業者との兼務は一般的には管理者の業務に支障があると考えられるが、訪
問サービスに従事する勤務時間が限られている職員の場合には、支障がない
と認められる場合もありうる。また、併設する事業所に原則として常駐する老人
介護支援センターの職員、訪問介護、訪問看護等の管理者等との兼務は可能
と考えられる。なお、介護保険施設の常勤専従の介護支援専門員との兼務は
認められないものである。

「事業所」
事業所とは、介護支援専門員が居宅介護支援を行う本拠であり、具体的には
管理者がサービスの利用申込の調整等を行い、居宅介護支援に必要な利用
者ごとに作成する帳簿類を保管し、利用者との面接相談に必要な設備及び備
品を備える場所である。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供
できるよう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者
の勤務の体制を定めておかなければならない。

指定居宅介護支援事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、介護支
援専門員については、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務
関係等を明確にする。

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定居宅
介護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させな
ければならない。ただし、介護支援専門員の補助の業務についてはこの限りで
ない。

指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、その
研修の機会を確保しなければならない。

より適切な指定居宅介護支援を行うために、介護支援専門員の研修の重要性
について規定したものであり、指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員
の資質の向上を図る研修の機会を確保しなければならない。

（改）職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で
あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより特定施設従業者の就業
環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じな
ければならない

（改）中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業主につい
ては資本金が 5000万円以下又は常時使用する従業員の数が100人以下の企
業）は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされて
いるが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努める

（改）指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保す
る観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし
た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支援専門
員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置
を講じなければならない。

当該勤務の状況等は、指定居宅介護支援事業所の管理者が管理する必要が
あり、非常勤の介護支援専門員を含めて当該指定居宅介護支援事業所の業
務として一体的に管理されていることが必要である。従って、非常勤の介護支
援専門員が兼務する業務の事業所を居宅介護支援の拠点とし独立して利用者
ごとの居宅介護支援台帳の保管を行うようなことは認められないものである。

当該指定居宅介護支援事業所の従業者たる介護支援専門員が指定居宅介護
支援を担当するべきことを規定したものであり、当該事業所と介護支援専門員
の関係については、当該事業所の管理者の指揮命令が介護支援専門員に対
して及ぶことが要件となるが、雇用契約に限定されるものではないものである。

【運営に関する基準】勤務体制の確保等
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態に
ついて、必要な管理を行わなければならない。

（改）事業主が講じることが望ましい取組について
パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー
ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望
ましい取組の例として、
①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者
に対して１人で対応させない等）及び
③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の
状況に応じた取組）が規定されている。

介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防
止が求められていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必
要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュア
ル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うこ
とが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、厚生労働省ホー
ムページに掲載しているので参考にされたい。

（改）事業主が講ずべき措置の具体的内容
事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言
動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成
18年厚生労働省告示第615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背
景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての
指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」とい
う。）において規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下の
とおりである。

ａ　事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはなら
ない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。

ｂ　相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制
の整備
相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため
の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を有すると
ともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければな
らない。

専用の事務室又は区画については、相談、サービス担当者会議等に対応する
のに適切なスペースを確保することとし、相談のためのスペース等は利用者が
直接出入りできるなど利用しやすい構造とすること。

指定居宅介護支援に必要な設備及び備品等を確保すること。ただし、他の事
業所及び施設等と同一敷地内にある場合であって、指定居宅介護支援の事業
及び当該他の事業所及び施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事業
所及び施設等に備え付けられた設備及び備品等を使用することができるものと
する。

【運営に関する基準】設備及び備品等

指定居宅介護支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積を有する
専用の事務室を設けることが望ましいが、他の事業の用に供するものと明確に
区分される場合は、他の事業との同一の事務室であっても差し支えないこと。
なお、同一事業所において他の事業を行う場合に、業務に支障がないときは、
それぞれの事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとす
る。

【運営に関する基準】　内容及び手続の説明及び同意

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらか
じめ、利用申込者又はその家族に対し運営規程の概要その他の利用申込者
のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説
明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならな
い。

基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具体化したものである。利
用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅介護支援事業者についても自
由に選択できることが基本であり、指定居宅介護支援事業者は、利用申込が
あった場合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定
居宅介護支援事業所の運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘
密の保持、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを
選択するために必要な重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説
明を行い、当該指定居宅介護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつ
き同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同意について
は、利用者及び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によっ
て確認することが望ましいものである。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、理解が得ら
れるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それ
を理解したことについて必ず利用者から署名を得なければならない。

指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に
立って行われるものであり、居宅サービス計画は基本方針及び利用者の希望
に基づき作成されるものである。このため、指定居宅介護支援について利用者
の主体的な参加が重要であり、居宅サービス計画の作成にあたって利用者か
ら介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求める
ことや、居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選
定理由の説明を求めることが可能であること等につき十分説明を行わなけれ
ばならない。

（改）指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重
し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が
特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのない
よう、公正中立に行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定
居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪
問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護がそれぞれ位置
付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介
護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介
護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型
サービス事業者によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき
十分説明を行わなければならない。

また、前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所におい
て作成された居宅サービス計画を対象とする。
①　前期（３月１日から８月末日）
②　後期（９月１日から２月末日）
なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うものとする
が、その際に用いる当該割合等については、直近の①もしくは②の期間のもの
とする。

 ＜契約時の説明について＞
今回の改正により、利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、
利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス
事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であること等を説明
することを義務づけ、それに違反した場合は報酬が減額されるが、平成30年４
月以前に指定居宅介護支援事業者と契約を結んでいる利用者に対しては、ど
のように取り扱うのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／131

平成30年４月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプランの
見直し時に説明を行うことが望ましい。

（改）指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、
あらかじめ
・居宅サービス計画が基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもので
あり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることが
できること
・前六月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス
計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所
介護がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前六月
間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に
位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の事業者によって提供さ
れたものが占める割合等につき説明を行い、理解を得なければならない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

 ＜契約時の説明について＞

今回の改定において、ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、
利用者に、前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、
地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合及び前６か月
間に作成したケアプランにおける、訪問介護等の各サービスごとの、同一事業
者によって提供されたものの割合（以下、訪問介護等の割合等）の説明を行う
ことと定められたが、具体的な説明方法として、どのような方法が考えられる
か。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／111

・例えば、以下のように重要事項説明書等に記載し、訪問介護等の割合等を把
握できる資料を別紙として作成し、居宅介護支援の提供の開始において示すと
ともに説明することが考えられる。
・なお、「同一事業者によって提供されたものの割合」については、前６か月間
に作成したケアプランに位置付けられた訪問介護等の各事業所における提供
回数のうち（※同一事業所が同一利用者に複数回提供してもカウントは１）、同
一事業所によって提供されたものの割合であるが、その割合の算出に係る小
数点以下の端数処理については、切り捨てても差し支えない。

 ＜契約時の説明について＞
今回の改定により、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ
れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及
び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられ
た居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事
業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごと
の回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービ
ス事業者によって提供されたものが占める割合等を説明することを義務づけ、
それに違反した場合は報酬が減額されるが、令和３年４月以前に指定居宅介
護支援事業者と契約を結んでいる利用者に対しては、どのように取り扱うの
か。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／112

・令和３年４月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプランの
見直し時に説明を行うことが望ましい。
・なお、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅
サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居
宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたも
のが占める割合について、当該事業所が、令和３年４月中に新たに契約を結ぶ
利用者等において、当該割合の集計や出力の対応が難しい場合においては、
５月以降のモニタリング等の際に説明を行うことで差し支えない。
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利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅における日常
生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入院先医療機関と
共有することで、医療機関における利用者の退院支援に資するとともに、退院
後の円滑な在宅生活への移行を支援することにもつながる。

より実効性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被
保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼
しておくことが望ましい。

前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力す
ることによる文書を作成することができるものでなければならない。

「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算
機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で
接続した電子情報処理組織をいう。

指定居宅介護支援事業者と入院先医療機関との早期からの連携を促進する
観点から、利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には担当の
介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用
者又はその家族に対し事前に協力を求める必要がある。

指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった
場合には、文書の交付に代えて、第七項で定めるところにより、当該利用申込
者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処
理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に
掲げるものにより提供することができる。この場合において、当該指定居宅介
護支援事業者は、当該文書を交付したものとみなす

一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの
イ　指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はそ
の家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、
受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
ロ　指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル
に記録された第一項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者
又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電
子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法
による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、
指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにそ
の旨を記録する方法）
二　磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事
項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第一項に規
定する重要事項を記録したものを交付する方法

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらか
じめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院
する必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連
絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、当該利用申込者
又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けな
い旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し重要事項の
提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその
家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

指定居宅介護支援事業者は、重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、
当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種
類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。
一　第四項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するも
の
二　ファイルへの記録の方式

＜印紙税＞
介護保険制度において、介護サービス事業者と利用者(要介護認定を受けた者
又はその保護者等）との間で介護サービスの提供に伴う次のような契約書を作
成した場合、これらの契約書は印紙税の課税文書に該当するのでしょうか。
なお、これらの契約書は、介護保険制度において、サービス事業者と利用者の
権利・義務を明らかにするために作成されるもので、利用者の要望に沿って適
切な介護サービスを提供するため、原則として、介護サービス計画に従って、
利用者が受けることができる(希望する）個々の介護サービスの内容及び料金
などを定めるものである。
①居宅介護支援サービス契約書及び付属書類　等
12.3.17 事務連絡 介護サービス事業者等と利用者の間で作成する契約書及び
介護サービス事業者等が発行する領収証等に係る印紙税の取扱い

介護保険制度下において作成されるこれらの契約書は、原則として、印紙税の
課税文書には該当しません。なお、前記の各種サービスを複合的に組み合わ
せた契約書を作成した場合も同様の取扱いとなります。
（考え方）
印紙税は、印紙税が課税されるべき事項を記載して作成した文書に対して課
税されるものですから、ご質問の契約書が課税の対象となるかどうかは、その
個々の契約書に記載された内容に基づき個別に判断することとなります。
そこで、事例の各種の介護サービス契約書の内容をみますと、利用者が受け
ることができる介護サービスの具体的な内容（例えば、訪問、施設通所又は施
設入所による、①居宅介護支援（介護サービス計画の作成及び連絡調整））、
②入浴・食事等の介護、③日常生活上の世話、④療養上の世話・診療の補
助、⑤リハビリテーション・機能訓練、及び⑥福祉用具貸与等並びにこれらの
個々のサービス利用料金）が記載されていますが、これらの個々のサービス内
容及び料金の明細は、原則として、利用者の要望に沿った介護サービス計画
に従い、利用者が全体として適切な介護サービスの提供を受けるために記載さ
れているものと考えられます。
したがって、事例の各種の契約書に記載される個々の介護サービスの内容
は、「当事者の一方が仕事の完成を約し、相手方がその仕事の結果に対して
報酬を支払う」という性格のものではないものと認められますから、これらの介
護サービス事項のみを定める契約書は、原則として、民法上の請負契約書に
は該当せず、また、その他いずれの課税文書にも該当しません。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒ん
ではならない。

居宅介護支援の公共性に鑑み、原則として、指定居宅介護支援の利用申込に
対しては、これに応じなければならないことを規定したものであり、正当な理由
なくサービスの提供を拒否することを禁止するものである。

なお、ここでいう正当な理由とは、①当該事業所の現員からは利用申込に応じ
きれない場合、②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地
域外である場合、③利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せて
指定居宅介護支援の依頼を行っていることが明らかな場合等である。

＜サービス提供拒否＞
取扱件数が40件を超過することを理由に一律に、サービス提供を拒否すれば、
基準違反になるのか。
18.3.27 介護制度改革information vol.80 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.2)　 
／36

指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なくサービス提供を拒否できないこと
とされている。ただし、現行制度上も、例えば、当該事業所の現員からは利用
申し込みに応じきれない場合などについては、「正当な理由」に該当するものと
されている。　
したがって、40件を超えることを理由に拒否するケースについて、一概に適否を
判断するのではなく、従前どおり、個別ケースの状況に応じて、判断すべきであ
る。なお、いずれにせよ、自らサービスを提供できない場合については、利用者
に対して事情を丁寧に説明した上で、別の事業所を紹介するなど利用者に支
障がないよう配慮することが必要である。

介護サービス事業者が要介護認定を受けた者に介護サービスを実施した場合
には、利用料を受領することとなります。その際、介護サービス事業者は、「領
収証」を発行することになりますが、この領収証に係る印紙税の取扱いはどの
ようになりますか。特に、作成者が、「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」であ
る場合には、どのようになりますか。
（事務連絡平成12年３月17日）

Ａ）介護サービス事業者が、要介護認定を受けた者から介護サービスに係る費
用を受領した場合に作成する「領収証」は、第17号の１文書（売上代金に係る
金銭又は有価証券の受取書）に該当します。
なお、第17号の１文書に該当する「領収証」を作成しても、次の場合には非課税
となります。

①　地方公共団体そのものが作成者であるもの
②　記載された受取金額が３万円未満のもの
（注）法定代理受領の場合は、利用者負担分（通常は１割）の額
③　営業に関しないもの
この場合の営業に関しないものとは、例えば、その領収証の作成者が「公益法
人（財団法人、社団法人、社会福祉法人又は医療法人等）」であるもの及び「特
定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」等であるものはこれに該当します。
（注）ＮＰＯ法人は特定非営利活動促進法により設立が認められた法人であり、
いわゆる会社以外の法人に該当します。したがって、当該ＮＰＯ法人の定款の
定めにより剰余金等の分配ができないこととされている場合には、営業者には
該当しないことになります。

【運営に関する基準】　提供拒否の禁止
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域等を勘案
し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供することが困難で
あると認めた場合は、他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な
措置を講じなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められた場合に
は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有
無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請について、利
用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。

被保険者が居宅介護支援事業者に要介護認定の申請に関する手続きを代
わって行わせることができること等を踏まえ、被保険者から要介護認定の申請
の代行を依頼された場合等においては、居宅介護支援事業者は必要な協力を
行わなければならない

指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込
者については、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請
が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申
請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用
者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の三十日前には行われるよ
う、必要な援助を行わなければならない。

要介護認定の有効期間が付されているものであることを踏まえ、指定居宅介護
支援事業者は、要介護認定の有効期間を確認した上、要介護認定の更新の申
請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する１
月前にはなされるよう、必要な援助を行わなければならない

【運営に関する基準】サービス提供困難時の対応

要介護認定等の申請がなされていれば、要介護認定の効力が申請時に遡るこ
とにより、指定居宅介護支援の利用に係る費用が保険給付の対象となり得るこ
とを踏まえ、指定居宅介護支援事業者は、利用申込者が要介護認定を受けて
いないことを確認した場合には、要介護認定の申請が既に行われているかどう
かを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえ
て速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならないことと
したものである。

【運営に関する基準】　受給資格等の確認

【運営に関する基準】　要介護認定の申請に係る援助
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

要介護認定調査類似行為の禁止
要介護認定調査類似行為について、被保険者に市町村が行う要介護認定の
ための認定調査との誤認を与えるような方法で実施することは、混乱を惹起す
る可能性があるため認められない。

指定居宅介護支援事業者の広告
指定居宅介護支援事業者に係る広告については、あくまで当該居宅介護支援
事業の範囲にとどめるべきであり、運営の方針、職員の職種、営業日、営業時
間、居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料、事業の実施地域等の事業
内容については認められるが、例えば、同一系列事業体のサービスの営業活
動をも併せて行うことは、指定基準における特定の居宅サービス事業者等によ
るサービスを利用すべき旨の指示等の禁止、居宅サービス事業者のサービス
内容等の情報の適正な提供の規程に違反する恐れがあり認められない。

要介護認定の認定調査の際の居宅サービス計画作成に係る課題分析の実施
継続事例において、引き続き当該指定居宅介護支援事業者に居宅介護支援を
依頼する意思があらかじめ明らかとなっている場合を除き、要介護認定の認定
調査の際に併せて居宅サービス計画作成のための課題分析を実施することは
原則として認められない。

指定居宅介護支援事業者等の事業の公正中立な実施について（平成11年９月14日）

要介護認定申請の代行
指定居宅介護支援事業者に対し、要介護認定等の申請について、利用申込者
に必要な協力を行うことを義務づけているが、この協力は、あくまでも利用申込
者の意思を踏まえてとしており、利用申込者からの依頼があることが前提であ
る。居宅サービス計画作成の利用者獲得を意図して申請代行の勧誘を行うこと
は認められない。

居宅サービス計画作成の予約
いずれの居宅介護支援事業者を選択するかは利用者の自由な選択によること
が基本である。このため、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用
申込者又はその家族に対して、居宅介護支援事業所の運営規程の概要や、介
護支援専門員の勤務体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦情処理の体
制等の利用者が居宅介護支援事業者を選択するために必要な重要事項を記
した説明書を交付して説明すべきこととなっている。利用者の獲得誘導のた
め、このような手続きを行わないまま居宅サービス計画作成の予約を先行して
受けることは認められない。

居宅サービス利用の予約
指定基準上、居宅サービス計画の作成開始に当たって、介護支援専門員は、
利用者の課題分析を行うとともに、地域の指定居宅サービス事業者に関する
サービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に提供し、利
用者にサービスの選択を求めることとなっているものであり、このようなことがな
いまま、特定の居宅サービス事業者によるサービスの利用予約を先行して行う
場合には、指定基準違反として指定が取り消されることがあり得る。
なお、指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画原案を作成する以前
に、特定の居宅サービス事業者に対しサービス利用の予約を行うことができな
いことは言うまでもない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門
員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から
求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。

利用者が安心して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、指定居宅介護
支援事業者が、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に介護支援
専門員証を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたと
きは、これを提示すべき旨を指導するべきこととしたものである。

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供した際にその利用者
から支払を受ける利用料と、居宅介護サービス計画費の額との間に、不合理な
差額が生じないようにしなければならない。

要介護認定の認定調査の際の営業活動の禁止
要介護認定に係る調査を指定居宅介護支援事業者等に委託する場合におい
ては、調査自体が公平公正に行われる必要があることのみならず、その後の
指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者の選択について、被
保険者を勧誘し予断を与える行為があってはならないことは当然である。

要介護認定の認定調査は、本来市町村が行うべきものであり、介護保険法上
も、市町村職員に代わって認定調査に従事する者を刑法その他の罰則の適用
については公務員とみなす旨定めている。認定調査実施時に、居宅サービス
計画作成の予約を行うこと、居宅サービス利用の予約を行うこと、特定の指定
居宅介護支援事業者の広告を行うこと等の行為は、指定基準に違反するもの
であり指定が取り消されることがあり得るものである。

このため、市町村が認定調査を指定居宅介護支援事業者等に委託する場合に
あっては、サービス選択に不適切な影響がある行為を行ってはならないことに
ついて、ご指導いただくとともに、万が一認定調査員としてあるまじき行為が
あった場合には、必要に応じて認定調査委託契約の見直し等の対応を含め、
厳正に対応いただきたい。

利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、保険給付がいわゆる償還払
いとなる場合と、保険給付が利用者に代わり指定居宅介護支援事業者に支払
われる場合（以下「代理受領がなされる場合」という。）の間で、一方の経費が
他方へ転嫁等されることがないよう、償還払いの場合の指定居宅介護支援の
利用料の額と、居宅介護サービス計画費の額（要するに、代理受領がなされる
場合の指定居宅介護支援に係る費用の額）との間に、不合理な差額を設けて
はならないこととするとともに、これによって、償還払いの場合であっても原則と
して利用者負担が生じないこととする趣旨である。

【運営に関する基準】　利用料等の受領

【運営に関する基準】　身分証の携行
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により通常
の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場
合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。

指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの提
供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内
容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

指定居宅介護支援事業者は、前項の交通費の支払いを受けるに当たっては、
あらかじめ、利用者又はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用
者の同意を得なければならないこととしたものである。

指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援について前条第一
項の利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した指定居宅介
護支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。

居宅介護支援に係る保険給付がいわゆる償還払いとなる場合に、利用者が保
険給付の請求を容易に行えるよう、指定居宅介護支援事業者は、利用料の額
その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認められる事項を記載した指
定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付するべきこと

指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行わ
れるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければならな
い。

指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評
価を行い、常にその改善を図らなければならない。

指定居宅介護支援の提供に関して、利用者の選定により通常の事業の実施地
域以外の地域の居宅において指定居宅介護支援を行う場合の交通費の支払
いを利用者から受けることができることとし、保険給付の対象となっているサー
ビスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払いを受けることは
認めないこととしたものである。

【運営に関する基準】　指定居宅介護支援の基本取扱方針

【運営に関する基準】　保険給付の請求のための証明書の交付
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

一　指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス
計画の作成に関する業務を担当させるものとする。

指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅サービス計画の作成に関する業
務の主要な過程を介護支援専門員に担当させることとしたものである。

二　指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利
用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよう
に説明を行う。

三　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自
立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等
に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにし
なければならない。

基準第13条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅サービ
ス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況の把握などの居宅介護支援を構
成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う介護支援専門員の責務を明ら
かにしたものである。

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービス計画の提
出依頼（第12号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の２に掲げる基
本方針を達成するために必要となる業務を列記したものであり、基本的にはこ
のプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的なサービス利用等やむを
得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、業務の
順序について拘束するものではない。ただし、その場合にあっても、それぞれ
位置付けられた個々の業務は、事後的に可及的速やかに実施し、その結果に
基づいて必要に応じて居宅サービス計画を見直すなど、適切な対応しなければ
ならない。

指定居宅介護支援は、利用者及びその家族の主体的な参加及び自らの課題
解決に向けての意欲の醸成と相まって行われることが重要である。このために
は、指定居宅介護支援について利用者及びその家族の十分な理解が求めら
れるものであり、介護支援専門員は、指定居宅介護支援を懇切丁寧に行うこと
を旨とし、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行うことが
肝要である。

利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うためには、利用者の心身又
は家族の状態等に応じて、継続的かつ計画的に居宅サービスが提供されるこ
とが重要である。介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変更に当
たり、継続的な支援という観点に立ち、計画的に指定居宅サービス等の提供が
行われるようにすることが必要であり、支給限度額の枠があることのみをもっ
て、特定の時期に偏って継続が困難な、また必要性に乏しい居宅サービスの
利用を助長するようなことがあってはならない。

【運営に関する基準】　指定居宅介護支援の具体的取扱方針（基準第13条）
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

居宅サービス計画は、利用者の日常生活全般を支援する観点に立って作成さ
れることが重要である。このため、居宅サービス計画の作成又は変更に当たっ
ては、利用者の希望や課題分析の結果に基づき、介護給付等対象サービス以
外の、例えば、市町村保健師等が居宅を訪問して行う指導等の保健サービス、
老人介護支援センターにおける相談援助及び市町村が一般施策として行う配
食サービス、寝具乾燥サービスや当該地域の住民による見守り、配食、会食な
どの自発的な活動によるサービス等、更には、こうしたサービスと併せて提供さ
れる精神科訪問看護等の医療サービス、はり師・きゅう師による施術、保健師・
看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師による機能訓練なども含めて居
宅サービス計画に位置付けることにより総合的な計画となるよう努めなければ
ならない。

なお、介護支援専門員は、当該日常生活全般を支援する上で、利用者の希望
や課題分析の結果を踏まえ、地域で不足していると認められるサービス等につ
いては、介護給付等対象サービスであるかどうかを問わず、当該不足している
と思われるサービス等が地域において提供されるよう関係機関等に働きかけて
いくことが望ましい。

介護支援専門員は、利用者自身がサービスを選択することを基本に、これを支
援するものである。このため、介護支援専門員は、利用者によるサービスの選
択に資するよう、利用者から居宅サービス計画案の作成にあたって複数の指
定居宅サービス事業者等の紹介の求めがあった場合等には誠実に対応すると
ともに、居宅サービス計画案を利用者に提示する際には、当該利用者が居住
する地域の指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の
情報を適正に利用者又はその家族に対して提供するものとする。したがって、
特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、
利用者の選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみによる居宅
サービス計画原案を最初から提示するようなことがあってはならない。

また、例えば集合住宅等において、特定の指定居宅サービス事業者のサービ
スを利用することを、選択の機会を与えることなく入居条件とするようなことは
あってはならないが、居宅サービス計画についても、利用者の意思に反して、
集合住宅と同一敷地内等の指定居宅サービス事業者のみを居宅サービス計
画に位置付けるようなことはあってはならない。

五　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用
者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事
業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家
族に対して提供するものとする。

四　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日
常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス（法第二十四条第
二項に規定する介護給付等対象サービスをいう。以下同じ。）以外の保健医療
サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサー
ビス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう努めなければな
らない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

介護支援専門員は、解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」という。）に当
たっては、利用者が入院中であることなど物理的な理由がある場合を除き必ず
利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行わなければならな
い。この場合において、利用者やその家族との間の信頼関係、協働関係の構
築が重要であり、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対
して十分に説明し、理解を得なければならない。なお、このため、介護支援専門
員は面接技法等の研鑽に努めることが重要である。

また、当該アセスメントの結果について記録するとともに、基準第29条第２項の
規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。

七　介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセス
メント」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に
面接して行わなければならない。この場合において、介護支援専門員は、面接
の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければなら
ない。

六　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法
により、利用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅
サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問
題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援
する上で解決すべき課題を把握しなければならない。

八　介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの
結果に基づき、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス
等が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき
課題に対応するための最も適切なサービスの組合せについて検討し、利用者
及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決す
べき課題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種類、内
容及び利用料並びにサービスを提供する上での留意事項等を記載した居宅
サービス計画の原案を作成しなければならない。

居宅サービス計画は、個々の利用者の特性に応じて作成されることが重要で
ある。このため介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に先立ち利用者
の課題分析を行うこととなる。

課題分析とは、利用者の有する日常生活上の能力や利用者が既に提供を受
けている指定居宅サービスや介護者の状況等の利用者を取り巻く環境等の評
価を通じて利用者が生活の質を維持・向上させていく上で生じている問題点を
明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上
で解決すべき課題を把握することであり、利用者の生活全般についてその状態
を十分把握することが重要である。

なお、当該課題分析は、介護支援専門員の個人的な考え方や手法のみによっ
て行われてはならず、利用者の課題を客観的に抽出するための手法として合
理的なものと認められる適切な方法を用いなければならないものであるが、こ
の課題分析の方法については、別途通知するところによるものである。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

「作成年月日」とは、何の日付を記載するのか？（全国高齢者保健福祉・介護
保健家計主管課長会議資料、平成16年2月19日）

利用者（家族）と介護支援専門員等（援助者）との間で、介護サービス計画原案
について説明・同意（共通認識）がなされた日である。なお、居宅サービス計画
「第4表」、「第5表（旧照会）」及び施設サービス計画「第5表」、「第6表」について
は、介護支援専門員が作成（記録）した日である。また、居宅サービス計画「第
6表（現第5表居宅介護支援経過）」及び施設サービス計画「第7表」について
は、介護支援専門員が作成（記録）を開始した日である。

ただし、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主
治の医師又は歯科医師（以下この条において「主治の医師等」という。）の意見
を勘案して必要と認める場合その他のやむを得ない理由がある場合について
は、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。

介護支援専門員は、居宅サービス計画が利用者の生活の質に直接影響する
重要なものであることを十分に認識し、居宅サービス計画原案を作成しなけれ
ばならない。したがって、居宅サービス計画原案は、利用者の希望及び利用者
についてのアセスメントの結果による専門的見地に基づき、利用者の家族の希
望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を勘案した上
で、実現可能なものとする必要がある。

また、当該居宅サービス計画原案には、利用者及びその家族の生活に対する
意向及び総合的な援助の方針並びに生活全般の解決すべき課題を記載した
上で、提供されるサービスについて、その長期的な目標及びそれを達成するた
めの短期的な目標並びにそれらの達成時期等を明確に盛り込み、当該達成時
期には居宅サービス計画及び各指定居宅サービス等の評価を行い得るように
することが重要である。

さらに、提供されるサービスの目標とは、利用者がサービスを受けつつ到達し
ようとする目標を指すものであり、サービス提供事業者側の個別のサービス行
為を意味するものではないことに留意する必要がある。

九　介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービ
ス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅
サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この条
において「担当者」という。）を招集して行う会議（テレビ電話装置その他の情報
通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものと
する。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）
が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等
の同意を得なければならない。）をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状
況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案
の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容につい
て記録するとともに、当該記録は、２年間保存しなければならない。

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画とする
ため、各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容と
して何ができるかなどについて、利用者やその家族、居宅サービス計画原案に
位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなるサービス担当者会議の開催
により、利用者の状況等に関する情報を当該担当者と共有するとともに、専門
的な見地からの意見を求め調整を図ることが重要である。

なお、利用者やその家族の参加が望ましくない場合（家庭内暴力等）には、必
ずしも参加を求めるものではないことに留意されたい。また、やむを得ない理由
がある場合については、サービス担当者に対する照会等により意見を求めるこ
とができるものとしているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換を行うこと
により、利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共
有できるようにする必要がある。

なお、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、利用者（末期の悪性腫瘍
の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師又は歯科医師（以下「主
治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認める場合のほか、開催の日程
調整を行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加
が得られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態に
大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定される。

（改）サービス担当者会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介し
たコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことがで
きるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑨において「利用者
等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当
該利用者等の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に
当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ
る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス
テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主治の医師
等が日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると判断した時点以降におい
て、主治の医師等の助言を得た上で、介護支援専門員がサービス担当者に対
する照会等により意見を求めることが必要と判断した場合を想定している。な
お、ここでいう「主治の医師等」とは、利用者の最新の心身の状態、受診中の医
療機関、投薬内容等を一元的に把握している医師であり、要介護認定の申請
のために主治医意見書を記載した医師に限定されないことから、利用者又はそ
の家族等に確認する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類
や利用回数の変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行っていくこ
とが求められるため、日常生活上の障害が出現する前に、今後利用が必要と
見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を招集した上で、予
測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共有しておくことが望ま
しい。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

十　介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サー
ビス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅
サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文
書により利用者の同意を得なければならない。

「サービス利用票（兼居宅サービス計画）」について

居宅介護支援事業者は、Ⅳに定める「居宅サービス計画書」において作成され
た居宅サービス計画の内、保険給付対象内のサービスについては、サービス
の実績管理（給付管理票の作成）を月を単位として行い、その結果を国民健康
保険連合会に提出するという、一連の「給付管理業務」を行うこととなる。

また、「居宅サービス計画」に位置づけた指定居宅サービス等は、保険給付の
対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の内容について利
用者又はその家族に対して説明し、文書により同意を得なければならないとし
ており、「給付管理業務」が月を単位として行われるため、当該「居宅サービス
計画の説明及び同意」についても月毎に確認を要することとなる。

居宅サービス計画に位置付ける指定居宅サービス等の選択は、利用者自身が
行うことが基本であり、また、当該計画は利用者の希望を尊重して作成されな
ければならない。利用者に選択を求めることは介護保険制度の基本理念であ
る。このため、当該計画原案の作成に当たって、これに位置付けるサービスに
ついて、また、サービスの内容についても利用者の希望を尊重することととも
に、作成された居宅サービス計画の原案についても、最終的には、その内容に
ついて説明を行った上で文書によって利用者の同意を得ることを義務づけるこ
とにより、利用者によるサービスの選択やサービス内容等への利用者の意向
の反映の機会を保障しようとするものである。

また、当該説明及び同意を要する居宅サービス計画原案とは、いわゆる居宅
サービス計画書の第１表から第３表まで、第６表及び第７表（「介護サービス計
画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」（平成11年11月12日老企
第29号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）に示す標準様式を指す。）に相
当するものすべてを指すものである。

＜主治の医師について＞

末期の悪性腫瘍の利用者に関するケアマネジメントプロセスの簡素化における
「主治の医師」については、「利用者の最新の心身の状態、受診中の医療機
関、投薬内容等を一元的に把握している医師」とされたが、具体的にどのような
者を想定しているのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／132

訪問診療を受けている末期の悪性腫瘍の利用者については、診療報酬におけ
る在宅時医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料を算定する医療機関
の医師を「主治の医師」とすることが考えられる。これらの医師については、居
宅介護支援専門員に対し、病状の変化等について適時情報提供を行うこととさ
れていることから、連絡を受けた場合には十分な連携を図ること。また、在宅時
医学総合管理料等を算定していない末期の悪性腫瘍の利用者の場合でも、家
族等からの聞き取りにより、かかりつけ医として定期的な診療と総合的な医学
管理を行っている医師を把握し、当該医師を主治の医師とすることが望まし
い。
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十一　介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅
サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。

十二　介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス
事業者等に対して、訪問介護計画等指定居宅サービス等基準において位置付
けられている計画の提出を求めるものとする。

＜個別サービス計画の提供依頼について＞

　個別サービス計画は居宅介護支援事業所で保管する居宅サービス計画の保
存期間と同じ２年間とするのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／187

　個別サービス計画については、運営基準第29条における記録の整備の対象
ではないが、居宅サービス計画の変更に当たっては、個別サービス計画の内
容なども検証した上で見直しを行うべきであることから、その取扱いについて適
切に判断されたい。

居宅サービス計画を作成した際には、遅滞なく利用者及び担当者に交付しなけ
ればならない。

また、介護支援専門員は、担当者に対して居宅サービス計画を交付する際に
は、当該計画の趣旨及び内容等について十分に説明し、各担当者との共有、
連携を図った上で、各担当者が自ら提供する居宅サービス等の当該計画（以
下「個別サービス計画」という。）における位置付けを理解できるように配慮する
必要がある。

なお、基準第29条第２項の規定に基づき、居宅サービス計画は、２年間保存し
なければならない。

居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を高め、居宅介護支援事業
者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが重要である。

このため、基準第13条第12号に基づき、担当者に居宅サービス計画を交付し
たときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を求め、居宅サービス計画
と個別サービス計画の連動性や整合性について確認することとしたものであ
る。

なお、介護支援専門員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図ることが
重要であることから、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合
性の確認については、居宅サービス計画を担当者に交付したときに限らず、必
要に応じて行うことが望ましい。

さらに、サービス担当者会議の前に居宅サービス計画の原案を担当者に提供
し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を求め、サービス担当
者会議において情報の共有や調整を図るなどの手法も有効である。
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十三　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の
実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、必
要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調
整その他の便宜の提供を行うものとする。

＜個別サービス計画の提供依頼について＞

　新たに「担当者に対する個別サービス計画の提出依頼」が基準に定められた
が、施行日の平成27年４月１日には、担当者に対して個別サービス計画の提
出依頼を一斉に行わなければならないのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／188

　当該規定は、居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の
共有を図る観点から導入するものである。居宅介護支援事業所の多くは、個別
サービス計画の提出を従来より受けており、提出を受けていない居宅介護支援
事業所については、速やかに個別サービス計画の提出を求められたい。

指定居宅介護支援においては、利用者の有する解決すべき課題に即した適切
なサービスを組み合わせて利用者に提供し続けることが重要である。このため
に介護支援専門員は、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要
であり、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（利
用者についての継続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を行
い、利用者の解決すべき課題の変化が認められる場合等必要に応じて居宅
サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜
の提供を行うものとする。

なお、利用者の解決すべき課題の変化は、利用者に直接サービスを提供する
指定居宅サービス事業者等により把握されることも多いことから、介護支援専
門員は、当該指定居宅サービス事業者等のサービス担当者と緊密な連携を図
り、利用者の解決すべき課題の変化が認められる場合には、円滑に連絡が行
われる体制の整備に努めなければならない。

十三の二　介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る
情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔
くう機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認め
るものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提
供するものとする。
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また、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況
に係る情報は、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師が医療サービスの必
要性等を検討するにあたり有効な情報である。このため、指定居宅介護支援の
提供に当たり、例えば、

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している
・薬の服用を拒絶している
・使いきらないうちに新たに薬が処方されている
・口臭や口腔内出血がある
・体重の増減が推測される見た目の変化がある
・食事量や食事回数に変化がある
・下痢や便秘が続いている
・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある
・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供され
ていない状況

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報を得た場合は、それらの情報のう
ち、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要であると介護支援
専門員が判断したものについて、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に
提供するものとする。なお、ここでいう「主治の医師」については、要介護認定
の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定されないことに留意する
こと。

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画の作成後に
おいても、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅サービス事業者等と
の連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サービス事業者等の担当者との
連携により、モニタリングが行われている場合においても、特段の事情のない
限り、少なくとも１月に１回は利用者の居宅で面接を行い、かつ、少なくとも１月
に１回はモニタリングの結果を記録することが必要である。

また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用
者に面接することができない場合を主として指すものであり、介護支援専門員
に起因する事情は含まれない。さらに、当該特段の事情がある場合について
は、その具体的な内容を記録しておくことが必要である。

なお、基準第29条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記録は、２年
間保存しなければならない。

十四　介護支援専門員は、第十三号に規定する実施状況の把握（以下「モニタ
リング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業
者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ
ろにより行わなければならない。
イ　少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。
ロ　少なくとも一月に一回、モニタリングの結果を記録すること。
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十六　第三号から第十二号までの規定は、第十三号に規定する居宅サービス
計画の変更について準用する。

※居宅介護支援等に係る書類・事務手続や業務負担等の取扱いについて（令
和３年３月31日）

介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合な
ど本号に掲げる場合には、サービス担当者会議の開催により、居宅サービス
計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求め
るものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合については、サービス担当
者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。なお、ここでいう
やむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を行ったが、サービス担当
者の事由により、サービス担当者会議への参加が得られなかった場合や居宅
サービス計画の変更から間もない場合で利用者の状態に大きな変化が見られ
ない場合等が想定される。

当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容については記
録するとともに、基準第29条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存
しなければならない。

また、前記の担当者からの意見により、居宅サービス計画の変更の必要がな
い場合においても、記録の記載及び保存について同様である。

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則として、基準第
13条第３号から第12号までに規定された居宅サービス計画作成に当たっての
一連の業務を行うことが必要である。

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の変更等で、
介護支援専門員が基準第13条第３号から第12号までに掲げる一連の業務を
行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、この必要はないものとす
る。ただし、この場合においても、介護支援専門員が、利用者の解決すべき課
題の変化に留意することが重要であることは、同条第13号（⑬居宅サービス計
画の実施状況等の把握及び評価等）に規定したとおりであるので念のため申し
添える。

十五　介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議
の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門
的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場
合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと
する。
イ　要介護認定を受けている利用者が法第二十八条第二項に規定する要介護
更新認定を受けた場合
ロ　要介護認定を受けている利用者が法第二十九条第一項に規定する要介護
状態区分の変更の認定を受けた場合
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サービス提供の回数変更

同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減のような場合に
は、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

利用者の住所変更

利用者の住所変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考
えられる。

事業所の名称変更

単なる事業所の名称変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるも
のと考えられる。

福祉用具で同等の用具に変更するに際して単位数のみが異なる場合

福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の変更については、
「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

各項目に係る取扱いの可否については、介護支援専門員の判断を十分に踏ま
え、各市町村においては、その可否に係る判断にあたっては根拠を示し、双方
が理解できる形で対応がなされるよう、改めて特段のご配意をお願いいたしま
す。

そのため、日頃から、居宅介護支援事業所におかれましては、例えば、各地域
の職能団体等を通じて、今般の各項目に係る取扱いについて、各地域の実情
を踏まえた基本的な考え方等の整理や合意が図られるよう、意見交換会や協
議の場等の開催を各市町村に提案し、一方、各市町村におかれましては、これ
らの場を積極的に活用し、双方の認識共有、合意形成の一層の充実に努めら
れますよう併せてお願いいたします。

ケアプランの軽微な変更の内容について（ケアプランの作成）

居宅サービス計画を変更する際には、原則として、指定居宅介護支援等の事
業及び運営に関する基準の第13条第３号から第11号までに規定されたケアプ
ラン作成にあたっての一連の業務を行うことを規定している。
なお、「利用者の希望による軽微な変更（サービス提供日時の変更等）を行う場
合には、この必要はないものとする。」としているところである。

サービス提供の曜日変更

利用者の体調不良や家族の都合など臨時的、一時的なもので、単なる曜日、
日付の変更のような場合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考
えられる。
※なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更
する内容が同基準第13条第３号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の
利用）から第11号（居宅サービス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性
の高い変更であるかどうかによって軽微か否かを判断すべきものである。（以
下同じ）

目標期間の延長

単なる目標設定期間の延長を行う場合（ケアプラン上の目標設定（課題や期
間）を変更する必要が無く、単に目標設定期間を延長する場合など）について
は、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。
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目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原因による）単なる事業所
変更

目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原因による）単なる事業所
変更については、「軽微な変更」に配当する場合があるものと考えられる。

目標を達成するためのサービス内容が変わるだけの場合

第一表の総合的な援助の方針や第二表の生活全般の解決すべき課題、目標
サービス種別等が変わらない範囲で、目標を達するためのサービス内容が変
わるだけの場合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

担当介護支援専門員の変更

契約している居宅介護支援事業所における担当介護支援専門員の変更（但
し、新しい担当者が利用者はじめ各サービス担当者と面識を有していること。）
のような場合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

ケアプランの軽微な変更の内容について（サービス担当者会議）

基準の解釈通知のとおり、「軽微な変更」に該当するものであれば、例えば
サービス担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければならないものではな
い。

しかしながら、例えば、ケアマネジャーがサービス事業所へ周知したほうが良い
と判断されるような場合などについて、サービス担当者会議を開催することを制
限するものではなく、その開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているよ
うに、やむを得ない理由がある場合として照会等により意見を求めることが想
定される。

サービス利用回数の増減によるサービス担当者会議の必要性

単なるサービス利用回数の増減（同一事業所における週１回程度のサービス
利用回数の増減など）については、「軽微な変更」に該当する場合もあるものと
考えられ、サービス担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければならない
ものではない。

しかしながら、例えば、ケアマネジャーはサービス事業所へ周知した方が良い
と判断されるような場合などについて、サービス担当者会議を開催することを制
限するものではなく、その開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているよ
うに、やむを得ない理由がある場合として照会等により意見を求めることが想
定される。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

ケアプランの軽微な変更に関するサービス担当者会議の全事業所招集の必要
性

ケアプランの「軽微な変更」に該当するものであれば、サービス担当者会議の
開催など、必ずしも実施しなければならないものではない。

ただし、サービス担当者会議を開催する必要がある場合には、必ずしもケアプ
ランに関わるすべての事業所を招集する必要はなく、基準の解釈通知に定め
ているように、やむを得ない理由がある場合として照会等により意見を求めるこ
とが想定される。

（改）「利用者の状態に大きな変化が見られない」の取扱い

「利用者の状態に大きな変化が見られない」の取扱いについては、まずはモニ
タリングを踏まえ、サービス事業者間（担当者間）の合意が前提である。

その上で具体的には、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の
提示について」（平成11年11月12日老企第29号）の「課題分析標準項目（別
添）」等のうち、例えば、
・　「健康状態（既往歴、主傷病、病状、痛み等）」
・　「ＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排泄等）」
・　「ＩＡＤL（調理、掃除、買い物、金銭管理、服薬状況等）」
・　「日常の意思決定を行うための認知能力の程度」
・　「意思の伝達、視力、聴力等のコミュニケーション」
・　「社会との関わり（社会的活動への参加意欲、社会との関わりの変化、喪失
感や孤独感等）」
・　「排尿・排便（失禁の状況、排尿排泄後の後始末、コントロール方法、頻度な
ど）」
・　「褥瘡・皮膚の問題（褥瘡の程度、皮膚の清潔状況等）」
・　「口腔衛生（歯・口腔内の状態や口腔衛生）」
・　「食事摂取（栄養、食事回数、水分量等）」
・　「行動・心理症状（ＢＰＳＤ）（妄想、誤認、幻覚、抑うつ、不眠、不安、攻撃的
行動、不穏、焦燥、性的脱抑制、収集癖、叫声、泣き叫ぶ、無気力等）」
等を総合的に勘案し、判断すべきものである。

（改）看取り期など限定的な局面時における暫定ケアプラン作成時のプロセス
の取扱いについて

暫定ケアプランについて、利用者の状態等を踏まえ、本ケアプラン（原案）にお
いても同様の内容が見込まれる場合（典型的には看取り期が想定されるが、こ
れに限られない。）は、暫定ケアプラン作成の際に行った「指定居宅支援等の
事業の人員及び運営に関する基準」（平成11年３月31日厚令38）の第13条に掲
げるケアマネジメントの一連のプロセスについて、必ずしも改めて同様のプロセ
スを踏む必要はない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

十八　介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要
介護者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよ
う、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助を行うものとする。

※計画期間中の「サービス利用票・提供票」の再作成について（全国介護保険
担当者会議資料、平成12年3月8日）

特に下記のように、「給付管理票」の記載内容に影響のある場合は、必ず
「サービス利用票」等の再作成が必要となる。「サービス利用票」等の再作成、
及びその内容の「給付管理票」への反映が行われない場合には、サービス事
業者の請求に対して報酬が支払われず、利用者が当該サービスの総費用を請
求されるもとになるなど、事業者、利用者とのトラブルの原因となることに十分
留意が必要である。
・「サービス利用票」に記載された事業所ごとのサービス種類の額の合計が当
初の計画を上回る場合
・事業者を変更する場合　等

第５表「居宅介護支援経過」は、介護支援専門員等がケアマネジメントを推進
する上での判断の根拠や介護報酬請求に係る内容等を記録するものであるこ
とから、介護支援専門員が日頃の活動を通じて把握したことや判断したこと、
持ち越された課題などを、記録の日付や情報収集の手段（「訪問」（自宅や事業
所等の訪問先を記載）、「電話」・「ＦＡＸ」・「メール」（これらは発信（送信）・受信
がわかるように記載）等）とその内容について、時系列で誰もが理解できるよう
に記載する。

そのため、具体的には、
・　日時（時間）、曜日、対応者、記載者（署名）
・　利用者や家族の発言内容
・　サービス事業者等との調整、支援内容等
・　居宅サービス計画の「軽微な変更」の場合の根拠や判断
等の客観的な事実や判断の根拠を、簡潔かつ適切な表現で記載する。

（居宅サービス計画等の）様式は、当初の介護サービス計画原案を作成する際
に記載し、その後、介護サービス計画の一部を変更する都度、別葉を使用して
記載するものとする。但し、サービス内容への具体的な影響がほとんど認めら
れないような軽微な変更については、当該変更記録の箇所の冒頭に変更時点
を明記しつつ、同一用紙に継続して記載することができるものとする。

介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的か
つ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活
を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院
又は入所を希望する場合には、介護保険施設はそれぞれ医療機能等が異な
ることに鑑み、主治医の意見を参考にする、主治医に意見を求める等をして介
護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。

十七　介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合
的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常
生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への
入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便宜の
提供を行うものとする。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

厚生労働大臣が定める回数及び訪問介護（平成30年５月２日厚生労働省告示
第218号）
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省
令第38号）第13条第18号の２に規定する厚生労働大臣が定める回数及び訪問
介護は、次の各号に掲げる事項に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとす
る。
一　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第13条第18号
の２に規定する厚生労働大臣が定める回数　次のイからホまでに掲げる要介
護状態区分に応じて、それぞれ当該イからホまでに定める回数
　イ　要介護１　１月につき27回
　ロ　要介護２　１月につき34回
　ハ　要介護３　１月につき43回
　ニ　要介護４　１月につき38回
　ホ　要介護５　１月につき31回
二　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第13条第18号
の２に規定する厚生労働大臣が定める訪問介護　生活援助（指定居宅サービ
スに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）別表
指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注３に規定する生活
援助をいう。）が中心である指定訪問介護（指定居宅サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）第４条に規定する
指定訪問介護をいう。）

十八の二　介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回
数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号において
同じ。）を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅
サービス計画に訪問介護が必要な理由を記載するとともに、当該居宅サービ
ス計画を市町村に届け出なければならない。

介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者
から居宅介護支援の依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行
できるよう、あらかじめ、居宅での生活における介護上の留意点等の情報を介
護保険施設等の従業者から聴取する等の連携を図るとともに、居宅での生活
を前提とした課題分析を行った上で居宅サービス計画を作成する等の援助を
行うことが重要である。

訪問介護（訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心である指定訪問介護
に限る）の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れて
いる場合には、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観
点から、市町村が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。こ
のため、一定回数以上の訪問介護を位置づける場合にその必要性を居宅サー
ビス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ
ばならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該月において作成
又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画のうち一定回
数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に届
け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅サー
ビス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅サービス
計画を言う。また、居宅サービス計画の届出頻度について、一度市町村が検証
した居宅サービス計画の次回の届出は、１年後でよいものとする。

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の
効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的
知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機関及び関係団体（以下、
「関係者等」という。）により構成される会議等の他に、当該市町村の職員やリ
ハビリテーション専門職を派遣する形で行うサービス担当者会議等での検証も
可能である。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

＜訪問介護が必要な理由について＞

基準第13条第18号の２に基づき、市町村に居宅サービス計画を提出するにあ
たっては、訪問介護（生活援助中心型）の必要性について記載することとなって
いるが、居宅サービス計画とは別に理由書の提出が必要となるのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／134

当該利用者について、家族の支援を受けられない状況や認知症等の症状があ
ることその他の事情により、訪問介護（生活援助中心型）の利用が必要である
理由が居宅サービス計画の記載内容から分かる場合には、当該居宅サービス
計画のみを提出すれば足り、別途理由書の提出を求めるものではない。

＜居宅サービス計画（ケアプラン）の届出について＞

居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、平成30年10月１日以降に作成又
は変更したケアプランのうち、厚生労働省が告示で定める回数以上の生活援
助中心型サービスを位置づけたものについて、そのケアプランを市町村に届け
出る必要があるが、平成30年10月サービス分のケアプランから届出対象となる
のか。
30.11.7 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.7）（平成30年
11月7日）」の送付について ／1

○ 届出の対象は、ケアプランの作成又は変更した日を基準とする。
○ そのため、最初の届出期限となる平成30年11月末までの届出対象は、
・平成30年10月中に作成又は変更した10月サービス分のケアプラン
・平成30年10月中に作成又は変更した11月サービス分のケアプラン
となり、平成30年９月中に作成又は変更した10月サービス分のケアプランは届
出対象とならない。

＜居宅サービス計画（ケアプラン）の届出について＞

居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、「月の途中」や「日数の少ない２
月」から居宅サービスの利用を開始するケアプランを作成した事例において、
第３表（週間サービス計画表）に沿った生活援助中心型サービスを提供する場
合、作成月においては、厚生労働省が告示で定める回数を下回る計画である
ものの、翌月には当該回数以上の生活援助中心型サービスを位置づけた計画
となる場合がある。このような場合であっても、届出の対象となるのか。
30.11.7 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.7）（平成30年
11月7日）」の送付について ／2

○　厚生労働省が告示で定める回数以上の生活援助中心型サービスを位置
づけたケアプランを作成した段階で、届出の対象となる。
○　具体例として、例えば、
・１月末に２月以降のケアプラン（第１表～第３表及び第６表・第７表）を作成し
たところ、２月分の第６表及び第7表（サービス利用票）は、厚生労働省が告示
で定める回数を下回っていたが、
・２月末に作成した３月分の第６表及び第７表では、当該回数以上の生活援助
中心型サービスを位置づけている場合、
居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、２月末に作成した第６表及び第７
表を既に作成済みの第１表から第３表と併せて、３月末までに市町村に届け出
なければならない。
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居宅介護支援・運営基準（天晴れ介護サービス編）

＜居宅サービス計画（ケアプラン）の届出について＞

厚生労働省が告示で定める回数以上の生活援助中心型サービスを位置づけ
た場合に、居宅介護支援事業所の介護支援専門員が市町村に対して届け出
なければならないケアプランとは、具体的に何を提出すればよいのか。
30.11.7 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.7）（平成30年
11月7日）」の送付について ／3

○ 居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、サービス担当者会議において
得られた意見等を踏まえ作成したケアプラン（第１表～第３表及び第６表・第７
表）の原案を利用者又はその家族に対して説明し、文書により同意を得ること
とされている。
○ 厚生労働省が告示で定める回数以上の生活援助中心型サービスを位置づ
けた場合に市町村に届け出る書類は、前述の手続きにて、利用者又はその家
族から同意を得たケアプラン（第１表～第３表及び第６表・第７表）の写しを用い
ることで差し支えない。
○ なお、届け出たケアプランが地域ケア個別会議等において議論される場合、
保険者から事例の全体像を把握するため、利用者の基本情報等に関する資料
の提出を求められる場合があるので、ご留意いただきたい。
（※「多職種による自立に向けたケアプランに係る議論の手引き（平成30年10
月９日）」P15～P26を参照。）

＜居宅サービス計画（ケアプラン）の届出について＞

居宅介護支援事業所の事業の実施地域が市町村をまたがる場合等では、居
宅介護支援事業所が所在する市町村と、利用者の保険者である市町村が異な
ることもあり得るが、その場合、居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、ど
ちらの市町村にケアプランを届け出ればよいのか。
30.11.7 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.7）（平成30年
11月7日）」の送付について ／4

○　厚生労働省が告示で定める回数以上の生活援助中心型サービスを位置
づけたケアプランの届出先は、「利用者の保険者である市町村」である。

（改）十八の三　介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所
において作成された居宅サービス計画に位置付けられたサービス費の総額が
区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費
がサービス費の総額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する
場合であって、かつ、市町村からの求めがあった場合には、当該指定居宅介護
支援事業所の居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス
計画に訪問介護が必要な理由等を記載するとともに、当該居宅サービス計画
を市町村に届け出なければならない。
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十九　介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医
療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意
を得て主治の医師等の意見を求めなければならない。

十九の二　前号の場合において、介護支援専門員は、居宅サービス計画を作
成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付しなければなら
ない。

二十　介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテー
ション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サービスに係
る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以
外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定居宅サービ
ス等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示されているとき
は、当該留意点を尊重してこれを行うものとする。

居宅サービス計画に位置づけられたサービスの合計単位数が区分支給限度
基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係る合計単位数が居宅サービス
等合計単位数に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合
に、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市
町村が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、当
該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するととも
に、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定する
ものである。届出にあたっては、当該月において作成又は変更（⑯における軽
微な変更を除く。）した居宅サービス計画に位置づけられたサービスが当該基
準に該当する場合には、市町村に届け出ることとする。なお、ここでいう当該月
において作成又は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の
同意を得て交付をした居宅サービス計画をいう。

また、居宅サービス計画の届出頻度について、一度市町村が検証した居宅
サービスの計画の次回の届出は、１年後でもよいものとする。

市町村の検証の仕方については、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の
効果的な実施のために、関係者等により構成される会議等の他に、当該市町
村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形で行うサービス担当者会議
等での検証も可能である。

なお、基準第13条第18号の３については、令和３年10月１日より施行されるた
め、同年10月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行う
こと。
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＜介護職員によるたんの吸引＞

居宅サービス計画に介護職員によるたんの吸引等を含むサービスを位置付け
る際の留意点は何か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／117

士士法に基づく介護職員のたんの吸引等の実施については、医師の指示の下
に行われる必要がある。したがって、たんの吸引等については、居宅介護支援
等の事業の人員及び運営に関する基準第１３条第１９号の規定により、医師の
指示のある場合にのみ居宅サービス計画に位置付けることが可能となる。
居宅介護支援専門員は、たんの吸引等を含むサービスの利用が必要な場合
には、主治の医師の意見を求め、医師の指示の有無について確認するととも
に、サービスを提供する事業者が、士士法に基づく登録を受けているかについ
ても確認し、適法にたんの吸引等を実施できる場合に、居宅サービスに位置付
けることとする。
また、医師の指示のほか、居宅において訪問介護等によりたんの吸引を行う場
合には、訪問看護との連携などサービス間の連携が必要であり、サービス担当
者会議等において、必要な情報の共有や助言等を行う必要がある。例えば、当
該利用者の居宅等において、主治医の訪問診療時などの機会を利用して、利
用者・家族、連携・指導を行う訪問看護事業所、たんの吸引等を実施する訪問
介護事業所等その他関係サービス事業所が参加するサービス担当者会議等
を開催し、介護職員等によるたんの吸引等の実施が可能かどうかを確認の
上、共同して注意点等の伝達を行い、関係者間の情報共有を図るなど、安全に
たんの吸引等が実施することが必要である。

訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居宅療養管理指
導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（訪問看護サー
ビスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機能型居宅介護（訪問看護
サービスを利用する場合に限る。）については、主治の医師等がその必要性を
認めたものに限られるものであることから、介護支援専門員は、これらの医療
サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合にあっては主治の医師等の指
示があることを確認しなければならない。

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その他必要な場
合には、介護支援専門員は、あらかじめ、利用者の同意を得て主治の医師等
の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連携に資するよう、当
該意見を踏まえて作成した居宅サービス計画については、意見を求めた主治
の医師等に交付しなければならない。なお、交付の方法については、対面のほ
か、郵送やメール等によることも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治
の医師等」については、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した
医師に限定されないことに留意すること。

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サービス計画に位置付
ける場合にあって、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等の医学的観
点からの留意事項が示されているときは、介護支援専門員は、当該留意点を
尊重して居宅介護支援を行うものとする。
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＜居宅療養管理指導に関する医師等からの情報提供等＞

居宅療養管理指導に関して、医師・歯科医師等により、介護支援専門員が情
報提供及び必要な助言を受けた場合、介護支援専門員はどのように対応すれ
ばよいのか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／71

居宅療養管理指導に関して、情報提供及び必要な助言を受けた内容を居宅介
護支援経過等に記載しておくこととする。

＜定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスとの連携＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と具体的にどのように連携するの
か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／115

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスについては、利用者の心身の状
況に応じた柔軟な対応が求められることから、居宅サービス計画に位置づけら
れたサービス提供の日時にかかわらず、居宅サービス計画の内容を踏まえた
上で、計画作成責任者が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する日時
及びサービスの具体的な内容を定めることができるものであるが、この場合、
当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを位置付けた居宅サービス
計画を作成した介護支援専門員に対して適宜、当該定期巡回・随時対応型訪
問介護看護計画を報告することとしている。
したがって、アセスメントからケアプランの作成等に至るケアマネジメントの流れ
は従前の介護サービスと同様であるが、具体的なサービス提供の日時等は当
該事業所において決定され、当該事業所よりその内容について居宅介護支援
事業所に報告することとしており、報告を受けた後に、必要に応じて居宅サービ
ス計画の変更等を行う必要がある。なお、当該変更が軽微な変更に該当する
かどうかは、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準につ
いて」（厚生省老人保健福祉局企画課長通知）に記載したとおり「例えば、サー
ビス提供日時の変更等で、介護支援専門員が一連の業務を行う必要性がない
と判断したもの」であるので留意する必要がある。

 ＜居宅療養管理指導に基づく情報提供について＞

　医師、歯科医師、薬剤師又は看護職員が居宅療養管理指導を行った場合、
介護支援専門員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供を行う
ことが必須となったが、介護支援専門員における当該情報はどのように取り扱
うのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／18

　居宅療養管理指導に基づく情報提供は、居宅サービス計画の策定等に必要
なものであることから、情報提供を受けた介護支援専門員は居宅サービス計画
の策定等に当たり、当該情報を参考とすること。
　また、適切なサービスの提供に当たり、利用者に介護サービスを提供してい
る他の介護サービス事業者とも必要に応じて当該情報を共有すること。
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二十三　介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付
ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具
販売が必要な理由を記載しなければならない。

短期入所生活介護及び短期入所療養介護は、利用者の自立した日常生活の
維持のために利用されるものであり、指定居宅介護支援を行う介護支援専門
員は、短期入所サービスを位置付ける居宅サービス計画の作成に当たって、
利用者にとってこれらの居宅サービスが在宅生活の維持につながるように十分
に留意しなければならないことを明確化したものである。

この場合において、短期入所サービスの利用日数に係る「要介護認定の有効
期間のおおむね半数を超えない」という目安については、居宅サービス計画の
作成過程における個々の利用者の心身の状況やその置かれている環境等の
適切な評価に基づき、在宅生活の維持のための必要性に応じて弾力的に運用
することが可能であり、要介護認定の有効期間の半数の日数以内であるかに
ついて機械的な運用を求めるものではない。

従って、利用者の心身の状況及び本人、家族等の意向に照らし、この目安を超
えて短期入所サービスの利用が特に必要と認められる場合においては、これを
上回る日数の短期入所サービスを居宅サービス計画に位置付けることも可能
である。

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者の心身
の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した場合、利用者
の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、検討の過程を別途記録
する必要がある。

このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福
祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開催し、当該計画
に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならな
い。

なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応じて随時
サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具貸与を受ける必
要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を
受ける必要がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載しなけ
ればならない。

二十一　介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短
期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立し
た日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案
して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所療養
介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないよう
にしなければならない。

二十二　介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける
場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必
要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催
し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証をした上で、継続して
福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を居宅サービス計画に記
載しなければならない。
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また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することとする。

ア　介護支援専門員は、要介護１の利用者（以下「軽度者」という。）の居宅
サービス計画に指定福祉用具貸与を位置付ける場合には、「厚生労働大臣が
定める基準に適合する利用者等」（平成27年厚生労働省告示第94号）第31号
のイで定める状態像の者であることを確認するため、当該軽度者の「要介護認
定等基準時間の推計の方法」別表第１の調査票について必要な部分（実施日
時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査
の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の
写し」という。）を市町村から入手しなければならない。

ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ提示することに、あら
かじめ同意していない場合については、当該軽度者の調査票の写しを本人に
情報開示させ、それを入手しなければならない。

イ　介護支援専門員は、当該軽度者の調査票の写しを指定福祉用具貸与事業
者へ提示することに同意を得たうえで、市町村より入手した調査票の写しにつ
いて、その内容が確認できる文書を指定福祉用具貸与事業者へ送付しなけれ
ばならない。

ウ　介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費用の額
の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸
与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準
の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成12年老企第36号）の第２の９
(２)①ウの判断方法による場合については、福祉用具の必要性を判断するた
め、利用者の状態像が、同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨につい
て、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取
する方法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記載
しなければならない。この場合において、介護支援専門員は、指定福祉用具貸
与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師の名前について確認が
あったときには、利用者の同意を得て、適切にその内容について情報提供しな
ければならない。

※福祉用具貸与の基準より
ウ　また、アにかかわらず、次のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨が医
師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた
適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されて
いる場合にあっては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認
することにより、その要否を判断することができる。この場合において、当該医
師の医学的な所見については、主治医意見書による確認のほか、医師の診断
書又は担当の介護支援専門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師
の所見により確認する方法でも差し支えない。

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯に
よって、頻繁に利用者等告示第31号のイに該当する者
（例　パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）
ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等
告示第31号のイに該当することが確実に見込まれる者
（例　がん末期の急速な状態悪化）
ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回
避等医学的判断から利用者等告示第31号のイに該当すると判断できる者
（例　ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による
誤嚥性肺炎の回避）

注　括弧内の状態は、あくまでもⅰ）～ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあ
るものを例示したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、
ⅰ）～ⅲ）の状態であると判断される場合もありうる。
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二十五　介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を
受けた場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を
提供する等の連携を図るものとする。

二十六　指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援事業者から指定介
護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当
該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施で
きるよう配慮しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援業務を受託するにあたって
は、その業務量等を勘案し、指定介護予防支援業務を受託することによって、
当該指定居宅介護支援事業者が本来行うべき指定居宅介護支援業務の適正
な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなければならない。

二十七　指定居宅介護支援事業者は、同条第一項に規定する会議から、同条
第二項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な
協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならない。

要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合には、指定介護予
防支援事業者が当該利用者の介護予防サービス計画を作成することになるた
め、速やかに適切な介護予防サービス計画の作成に着手できるよう、指定居
宅介護支援事業所は、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な
情報を提供する等の連携を図ることとしたものである。

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護保険法上
に位置付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の求めがあった場
合には、これに協力するよう努めることについて規定されたところである。地域
ケア会議は、個別ケースの支援内容の検討を通じて、法の理念に基づいた高
齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援、高齢者の実態把握や課題
解決のための地域包括支援ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等
を行うことによる地域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定
居宅介護支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力することが
求められる。そのため、地域ケア会議から個別のケアマネジメントの事例の提
供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならないことに
ついて、具体的取扱方針においても、規定を設けたものである。

指定居宅サービス事業者は、法第73条第２項の規定に基づき認定審査会意見
が被保険者証に記されているときは、当該意見に従って、当該被保険者に当
該指定居宅サービスを提供するように努める必要があり、介護支援専門員は、
利用者が提示する被保険者証にこれらの記載がある場合には、利用者にその
趣旨（法第37条第１項の指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービス
種類については、その変更の申請ができることを含む。）について説明し、理解
を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成する必要がある。

二十四　介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意
見又は指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類について
の記載がある場合には、利用者にその趣旨（同条第一項の規定による指定に
係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類については、その変更
の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居
宅サービス計画を作成しなければならない。
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指定居宅介護支援事業者は、毎月、市町村に対し、居宅サービス計画におい
て位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスとして
位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基準該
当居宅サービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必要な情
報を記載した文書を、市町村に対して提出しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希
望する場合、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その
他利用者からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直近の居宅サー
ビス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければならない。

居宅介護サービス費を利用者に代わり当該指定居宅サービス事業者に支払う
ための手続きとして、指定居宅介護支援事業者に、市町村（国民健康保険団
体連合会に委託している場合にあっては当該国民健康保険団体連合会）に対
して、居宅サービス計画において位置付けられている指定居宅サービス等のう
ち法定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文書
（給付管理票）を毎月提出することを義務づけたものである。

指定居宅介護支援事業者が居宅サービス計画に位置付けられている基準該
当居宅サービスに係る情報を指定居宅サービスに係る情報と合わせて市町村
（国民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては当該国民健康保険
団体連合会）に対して提供することにより、基準該当居宅サービスに係る特例
居宅介護サービス費又は特例居宅支援サービス費の支払事務が、居宅サー
ビス計画に位置付けられている指定居宅サービスに係る居宅介護サービス費
の支払を待つことなく、これと同時並行的に行うことができるようにするための
規定である。

利用者が指定居宅介護支援事業者を変更した場合に、変更後の指定居宅介
護支援事業者又は指定介護予防支援事業者が滞りなく給付管理票の作成・届
出等の事務を行うことができるよう、指定居宅介護支援事業者は、利用者が他
の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用
者が要支援認定を受けた場合、その他利用者からの申し出があった場合に
は、当該利用者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する
書類を交付しなければならないこととしたものである。

【運営に関する基準】　法定代理受領サービスに係る報告

【運営に関する基準】　利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付
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指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用者が次の
いずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知し
なければならない。
一　正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わな
いこと等により、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。
二　偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようとし
たとき。

偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者及び自己の故意の犯罪行
為若しくは重大な過失等により、要介護状態若しくはその原因となった事故を
生じさせるなどした者については、市町村が、介護保険法第22条第１項に基づ
く既に支払った保険給付の徴収又は第64条に基づく保険給付の制限を行うこと
ができることに鑑み、指定居宅介護支援事業者が、その利用者に関し、保険給
付の適正化の観点から市町村に通知しなければならない事由を列記したもの
である。

【運営に関する基準】　運営規程

（改）指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げ
る事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）と
して次に掲げる事項を定めるものとする。
一　事業の目的及び運営の方針
二　職員の職種、員数及び職務内容
三　営業日及び営業時間
四　指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額
五　通常の事業の実施地域
六　虐待の防止のための措置に関する事項
七　その他運営に関する重要事項

【運営に関する基準】　利用者に関する市町村への通知
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感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の
提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る
ための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従
い必要な措置を講じなければならない（3年間は努力義務）

【運営に関する基準】　（改）業務継続計画の策定等

（改）指定居宅介護支援の事業の適正な運営及び利用者等に対する適切な指
定居宅介護支援の提供を確保するため、同条第１号から第７号までに掲げる
事項を内容とする規定を定めることを指定居宅介護支援事業所ごとに義務づ
けたものである。特に次の点に留意する必要がある。

①　職員の職種、員数及び職務内容（第２号）
職員については、介護支援専門員とその他の職員に区分し、員数及び職務内
容を記載することとする。職員の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務
負担軽減等の観点から、規程を定めるに当たっては、基準第２条において置く
べきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差
し支えない（基準第４条に規定する重要事項を記した文書に記載する場合につ
いても、同様とする。）。

②　指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額（第４
号）
指定居宅介護支援の提供方法及び内容については、利用者の相談を受ける
場所、課題分析の手順等を記載するものとする。

③　通常の事業の実施地域（第５号）
通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。な
お、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であ
り、当該地域を越えて指定居宅介護支援が行われることを妨げるものではな
い。

④　虐待の防止のための措置に関する事項（第６号）

(22)の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方
法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が
発生した場合の対応方法等を指す内容であること。

＜運営規程について＞

令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、介護サービス
事業所等に義務づけられたものがあるが、これらについて運営規程においては
どのように扱うのか。
3.4.21 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和３年４
月21日）」の送付について ／1

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場合は都道
府県知事又は市町村長に届け出ることとされているが、今般介護サービス事
業所等に対し義務づけられたもののうち、経過措置が定められているものにつ
いては、当該期間においては、都道府県知事等に届け出ることまで求めるもの
ではないこと。
・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期に取組を
行うことが望ましいものであることに留意すること。
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介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修
及び訓練を定期的に実施しなければならない。

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を
行うものとする。

業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、事業所に実施が求め
られるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え
ない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求め
られることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加でき
るようにすることが望ましい。

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間
に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解
の励行を行うものとする。
職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年1回以上）の教育を開催
するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修
の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修
については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施す
ることも差し支えない

業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容
については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の
業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業
務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって
異なるものであることから、項目については実態に応じて設定すること。なお、
感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではな
い。

イ 感染症に係る業務継続計画
ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品
の確保等）
ｂ 初動対応
ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者
との情報共有等）

ロ 災害に係る業務継続計画
ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止し
た場合の対策、必要品の備蓄等）
ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
ｃ 他施設及び地域との連携
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具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基
づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携
等により行うことも差し支えない。

イ　感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を含
む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有す
る者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メン
バーの責任及び役割分担を明確にするとともに、感染対策担当者を決めておく
ことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応
じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時
期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個
人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設
置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもので
あるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合は、ロの
指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支えない。この場合に
あっては、指針の整備について、外部の感染管理等の専門家等と積極的に連
携することが望ましい。

指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において感染症
が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければな
らない。
一　当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止
のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ
るものとする。）をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結果につい
て、介護支援専門員に周知徹底を図ること。
二　当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止
のための指針を整備すること。
三　当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症
の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

【運営に関する基準】　（改）感染症の予防及びまん延の防止のための措置

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅
速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感
染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年1回以上）に
実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感
染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支
えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に
係る訓練と一体的に実施することも差し支えない。訓練の実施は、机上を含め
その実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み
合わせながら実施することが適切である
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以下「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について
（H17.2.22）より

社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福
祉施設等主管部局に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症
状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるな
どの措置を講ずること。
ア　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又
は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合
イ　同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が10名以上
又は全利用者の半数以上発生した場合
ウ　ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等
の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合

ハ　感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

特定施設従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の
内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当
該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を
行うものとする。

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年
1回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが
望ましい。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。
なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策
力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支
えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応につい
て、訓練（シミュレーション）を定期的（年1回以上）に行うことが必要である。訓
練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を
定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策
をした上でのケアの演習などを実施するものとする。
訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で
実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。

ロ　感染症の予防及びまん延の防止のための指針

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、
平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる
感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の
把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等
の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時における
事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておく
ことも必要である。

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染
対策の手引き」を参照されたい。
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指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に、
運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサー
ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

（改）指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該
指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に
閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らして
はならない。

指定居宅介護支援事業者に対して、過去に当該指定居宅介護支援事業所の
介護支援専門員その他の従業者であった者が、その業務上知り得た利用者又
はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づけた
ものであり、具体的には、指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支
援事業所の介護支援専門員その他の従業者が、従業者でなくなった後におい
てもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者の雇用時に取り決め、例えば違約
金についての定めを置くなどの措置を講ずべきこととするものである。

重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はそ
の家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定居宅介護支援事業所内に備え付
けることで同条第１項の掲示に代えることができることを規定したものである。

基準第22条は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供開始時に利用者
のサービスの選択に資する重要事項（その内容については(１)参照）を利用者
及びその家族に対して説明を行った上で同意を得ることとしていることに加え、
指定居宅介護支援事業所への当該重要事項の掲示を義務づけることにより、
サービス提供が開始された後、継続的にサービスが行われている段階におい
ても利用者の保護を図る趣旨である。

【運営に関する基準】　秘密保持等

【運営に関する基準】　掲示

居宅介護支援の提供開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体
制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の
実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評
価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる
重要事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得るこ
ととしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への当該重要事項の掲示
を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継続的にサービスが
行われている段階においても利用者の保護を図る趣旨であるが、次に掲げる
点に留意する必要がある。

イ　事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用
申込者、利用者又はその家族に対して見やすい場所のことであること。
ロ　介護支援専門員の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等
の人数を掲示する趣旨であり、介護支援専門員の氏名まで掲示することを求
めるものではないこと。
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広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならな
い。

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅
サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護
支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付け
るべき旨の指示等を行ってはならない。

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又
は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービス
を利用すべき旨の指示等を行ってはならない。

【運営に関する基準】　居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等

居宅サービス計画の作成又は変更に関し、指定居宅介護支援事業者及び指
定居宅介護支援事業所の管理者が当該居宅介護支援事業所の介護支援専
門員に利益誘導のために特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置
付ける旨の指示等を行うことを禁じた規定である。これは、居宅サービス計画
があくまで利用者の解決すべき課題に即したものでなければならないという居
宅介護支援の公正中立の原則の遵守をうたったものであり、例えば、指定居宅
介護支援事業者又は指定居宅介護支援事業所の管理者が、同一法人系列の
居宅サービス事業者のみを位置付けるように指示すること等により、解決すべ
き課題に反するばかりでなく、事実上他の居宅サービス事業者の利用を妨げる
ことを指すものである。また、介護支援専門員は、居宅介護支援費の加算を得
るために、解決すべき課題に即さない居宅サービスを居宅サービス計画に位
置付けることがあってはならない。ましてや指定居宅介護支援事業者及び指定
居宅介護支援事業所の管理者は、当該居宅介護支援事業所の介護支援専門
員に同旨の指示をしてはならない。

【運営に関する基準】　広告

介護支援専門員及び居宅サービス計画に位置付けた各居宅サービスの担当
者が課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決すべき課題等の
個人情報を共有するためには、あらかじめ、文書により利用者及びその家族か
ら同意を得る必要があることを規定したものであるが、この同意については、指
定居宅介護支援事業者が、指定居宅介護支援開始時に、利用者及びその家
族の代表から、連携するサービス担当者間で個人情報を用いることについて包
括的に同意を得ることで足りるものである。
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指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は
変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを
利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財
産上の利益を収受してはならない。

居宅介護支援の公正中立性を確保するために、指定居宅介護支援事業者及
びその従業者が、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービ
スを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から、金品その
他の財産上の利益を収受してはならないこととしたものである。

指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居
宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者及びその家
族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の
内容等を記録しなければならない。

利用者の保護及び適切かつ円滑な指定居宅介護支援、指定居宅サービス等
の利用に資するため、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービ
ス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者及びその家族からの
苦情に迅速かつ適切に対応しなければならないこととしたものである。具体的
には、指定居宅介護支援等についての苦情の場合には、当該事業者は、利用
者又はその家族、指定居宅サービス事業者等から事情を聞き、苦情に係る問
題点を把握の上、対応策を検討し必要に応じて利用者に説明しなければならな
いものである。

なお、介護保険法第23条の規定に基づき、市町村から居宅サービス計画の提
出を求められた場合には、基準第26条第３項の規定に基づいて、その求めに
応じなければならないものである。

苦情に対し指定居宅介護支援事業者が組織として迅速かつ適切に対応するた
め、当該苦情（指定居宅介護支援事業者が提供したサービスとは関係のない
ものを除く。）の内容等を記録することを義務づけたものである。

また、指定居宅介護支援事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での
重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上
に向けた取組を自ら行うべきである。

なお、基準第29条第２項の規定に基づき、苦情の内容等の記録は、２年間保
存しなければならない。

【運営に関する基準】　苦情処理

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が利用者に利益誘導のために特
定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の指示等を行うこと
を禁じた規定である。これも前項に規定した指定居宅介護支援の公正中立の
原則の遵守をうたったものであり、例えば、指定居宅介護支援事業所の介護支
援専門員が、同一法人系列の居宅サービス事業者のみを利用するように指示
すること等により、解決すべき課題に反するばかりでなく、事実上他の居宅
サービス事業者の利用を妨げることを指すものである。また、介護支援専門員
は、居宅介護支援費の加算を得るために、解決すべき課題に即さない居宅
サービスを居宅サービス計画に位置付けることがあってはならない。
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指定居宅介護支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改
善の内容を市町村に報告しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居
宅サービス又は指定地域密着型サービスに対する苦情の国民健康保険団体
連合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わなければならな
い。

指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった
場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければな
らない。

指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理するために講ず
る措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、苦情処理の体制及び
手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する文書に記載するとともに、事
業所に掲示するべきものである。

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供によ
り事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと
ともに、必要な措置を講じなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処
置について記録しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦
情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、自ら提供
した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同号の指導又
は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行
わなければならない。

介護保険法上、苦情処理に関する業務を行うことが位置付けられている国民
健康保険団体連合会のみならず、住民に最も身近な行政庁である市町村が、
一次的には居宅サービス等に関する苦情に対応することが多くなることと考え
られることから、市町村についても国民健康保険団体連合会と同様に、指定居
宅介護支援事業者に対する苦情に関する調査や指導、助言を行えることを運
営基準上、明確にしたものである。

【運営に関する基準】　事故発生時の対応

指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、市町村
が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員
からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う
調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、
当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。
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指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供によ
り賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければな
らない。

（改）市町村への報告期限について
○第１報は、少なくとも別紙様式内の１から６の項目までについて可能な限り記
載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること。
○その後、状況の変化等必要に応じて、追加の報告を行い、事故の原因分析
や再発防止策等については、作成次第報告すること。

（改）市町村への報告対象について
○下記の事故については、原則として全て報告すること。
①死亡に至った事故
②医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治
療が必要となった事故

○その他の事故の報告については、各自治体の取扱いによるものとすること。

（改）市町村への報告内容（様式）について
○介護保険施設等において市町村に事故報告を行う場合は、可能な限り別紙
様式を使用すること。※市町村への事故報告の提出は、電子メールによる提出
が望ましい。
○これまで市町村等で用いられている様式の使用及び別紙様式を改変しての
使用を妨げるものではないが、その場合であっても、将来的な事故報告の標準
化による情報蓄積と有効活用等の検討に資する観点から、別紙様式の項目を
含めること。

以下の点に留意されたい。

①　指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供
により事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ定めておくことが
望ましいこと。
②　指定居宅介護支援事業者は、賠償すべき事態となった場合には、速やか
に賠償しなければならない。そのため、事業者は損害賠償保険に加入しておく
か若しくは賠償資力を有することが望ましいこと。
③　指定居宅介護支援事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再
発生を防ぐための対策を講じること。
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なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条におい
て、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務と
されている。

虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なもの
であることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情
報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要であ
る。

「虐待防止検討委員会」は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が
発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であ
り、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担
を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の
専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。

虐待等の早期発見
指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐
待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見でき
るよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）
がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係
る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。

虐待等への迅速かつ適切な対応
虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、
指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町
村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。
以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場
合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。

指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の
各号に掲げる措置を講じなければならない。
一　当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討
する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期
的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る
こと。
二　当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備
すること。
三　当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の
防止のための研修を定期的に実施すること。
四　前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

虐待の未然防止
指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常
に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２の基本方針に位
置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促
す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業
の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。

【運営に関する基準】　（改）虐待の防止
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虐待防止検討委員会は、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深い
と認められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営する
こととして差し支えない。また、施設に実施が求められるものであるが、他の
サービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと
する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお
ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ
ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普
及・啓発するものであるとともに、当該指定特定施設における指針に基づき、虐
待の防止の徹底を行うものとする。

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定特定施設入居者生活
介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年1回
以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実
施することが重要である。

研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、施設
内での研修で差し支えない。

「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。

イ　施設における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ　虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項
ハ　虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ　虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ　虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ　成年後見制度の利用支援に関する事項
ト　虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ　入居者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ　その他虐待の防止の推進のために必要な事項

前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者
指定特定施設における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げ
る措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担
当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが
望ましい。

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することと
する。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の
再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。

イ　虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること
ロ　虐待の防止のための指針の整備に関すること
ハ　虐待の防止のための職員研修の内容に関すること
ニ　虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること
ホ　従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切
に行われるための方法に関すること
ヘ　虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実
な防止策に関すること
ト　前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること
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指定居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅
介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。

指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を
整備しておかなければならない。

【運営に関する基準】　記録の整備

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従
業者が１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の
開催や研修を定期的にしなければならないのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／1

・虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との
連携を密にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的
に実施していただきたい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック
機能が得られにくい環境にあることが考えられることから、積極的に外部機関
等を活用されたい。

・例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内
の複数事業所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、
関係機関等の協力を得て開催することが考えられる。

・研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所
や他委員会との合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、
複数の小規模事業所による外部講師を活用した合同開催等が考えられる。

【運営に関する基準】　会計の区分
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【雑則】電磁的記録等

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作
成、保存その他これらに類するもののうち、この省令の規定において書面（書
面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚
によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以
下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第
七条（第三十条において準用する場合を含む。）及び第十三条第二十四号（第
三十条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）に
ついては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方
式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で
あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこと
ができる。

指定居宅介護支援事業者が同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存し
なければならないこととしたものである。
なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解
除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により一連のサービ
ス提供が終了した日を指すものとする。

＜指定基準の記録の整備の規定について＞
指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の解釈が示された
が、指定権者が独自に規定を定めている場合の取扱い如何。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／2
指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づいて規定を定めていた
だきたい。なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該規定に従っ
ていれば、指定基準違反になるものではない。

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関
する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなけれ
ばならない。
一　第十三条第十三号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に
関する記録
二　個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳
イ　居宅サービス計画
ロ　第十三条第七号に規定するアセスメントの結果の記録
ハ　第十三条第九号に規定するサービス担当者会議等の記録
ニ　第十三条第十四号に規定するモニタリングの結果の記録
三　第十六条に規定する市町村への通知に係る記録
四　第二十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録
五　第二十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置に
ついての記録
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指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交
付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のう
ち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される
ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的
方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができな
い方法をいう。）によることができる。

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者（以下「事
業者等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等は、
この省令で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を
次に掲げる電磁的記録により行うことができることとしたものである。

①　電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ
たファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によるこ
と。
②　電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。
ア　作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法
イ　書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記
録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス
ク等をもって調製するファイルにより保存する方法
③　その他、基準第31条第１項において電磁的記録により行うことができるとさ
れているものは、①及び②に準じた方法によること。
④　また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン
ス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を
遵守すること。

利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者
等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されてい
る又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類する
ものをいう。）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁
的方法によることができることとしたものである。

①　電磁的方法による交付は、基準第４条第２項から第８項までの規定に準じ
た方法によること。
②　電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意
思表示をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年
６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。
③　電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確に
する観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用す
ることが望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・
法務省・経済産業省）」を参考にすること。
④　その他、基準第31条第２項において電磁的方法によることができるとされ
ているものは、①から③までに準じた方法によること。ただし、基準又はこの通
知の規定により電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこ
と。
⑤　また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医
療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及
び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守
すること。
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